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図表Ⅰ－１－１：世界の新造船建造量の推移（平均値） 

図表Ⅰ－１－２：製造業の海外生産比率の推移 
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（注）１．法人企業統計（財務省）より作成 
   ２．造船業については新造船建造量により算出 
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図表Ⅱ－１－１：世界の新造船建造量の推移 

図表Ⅱ－１－２：我が国新造船受注船価の推移 

36.6

41.243.5

46.8

42.5

34.7

32.9
46.5

49.6 48.5
41.9

53.0 52.3
48.5

46.6

37.0
40.6

43.0 45.2 40.7
44.0

39.3 38.7

38.9
40.4

40.3
40.8

39.7

27.522.7

3.3

3.5

4.0

5.5 8.3

9.7

8.0
14.4

21.6

17.1
29.1

23.4

21.8
21.7

25.6 21.6

28.6 32.2

40.6

33.4

28.5

37.0

12.3

16.7

18.2

34.2

33.0
22.8

24.5 23.0

28.3

19.1
16.3

12.2

16.1
15.7

15.0

17.9
18.0

18.3
16.3

16.7
15.8

12.1

14.5

17.6

13.0

11.5

14.6

15.7

13.4

16.5

27.8

30.6
26.7

20.4 20.2

20.2

19.9 17.0

17.6

20.2

18.2

21.1

17.3
15.1

15.4

18.2

15.3 13.2

8.5

11.6

13.5

9.3

3,135

3,420 3,392

2,753

1,819

1,429

1,310

1,693 1,682
1,591

1,833 1,816

1,685

1,226

1,091

1,324

1,589 1,610

1,863

2,054
1,967

2,5532,583

2,265

2,541

2,780

3,141

2,867

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
暦年

万総トン

その他

西欧

韓国

日本

( ﾋﾟ ｸー時)

49.7

1.2

38.2

10.9

2.4

37.5

2.0

39.0

第一次設備処理
・建造能力（37％処理）
・企業数　（61社→44社）

第二次設備処理
・建造能力（24％処理）
・企業数　（44社→26社）

韓国造船業の設備拡張
450万GT→700万GT～800万GT

31. 6
30. 4

20. 3

22. 9

29. 6

35. 3

29. 4

25. 8

16. 3

20. 2

25. 9

28. 0

23. 3

20. 0

16. 2

28. 8

22. 4

28. 7

21. 1
20. 4

17. 6 17. 4
18. 2 18. 5

16. 5
15. 7

17. 1

20. 6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

暦年

万円/CGT

（注）１．ロイド資料より作成（100 総トン以上の船舶を対象） 
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（2003 年 3 月以降の竣工船を対象） 

図表Ⅱ－１－３：各国の船種別受注量シェア 

図表Ⅱ－１－４：日韓主要造船所の新造船手持工事量 
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   ２．1 万 DWT 以上の新造船を建造予定若しくは建造中の造船所を対象 
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図１９　中国競合船種及び時期
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図表Ⅱ－１－６：各船種における中国との競合時期 
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図表Ⅱ－１－７：艦艇建造予算の推移（支援船を除く） 
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図表Ⅱ－２－１：造船各社の提携関係及び大手造船所の再編 
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● ハーフィンダール指数（以下、H.I.）について 
1950 年にハーフィンダール（Orris Clemens Herfindahl）によって集中度の測定に用いられた

方法。ハーフィンダール＝ハーシュマン指数とも呼ばれる。 
H.I.は各企業の集中度（シェア）を二乗したものの総和で表され、以下の数式で示される。 
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H.I.は、累積集中度では表せない企業間の集中度格差と企業数の両方を単一指標として示せると

いう利点があり、累積集中度とともに各国の統計で採用されている。 
ここでの H.I.は、日本の公正取引委員会の標記に従い、上式により計算された値に 10,000 を乗

じて示しており、次のように類型化できる。 
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図表Ⅱ－２－３：我が国造船技能者の年齢構成 
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図表Ⅱ－２－４：下請け比率の動向 
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図表Ⅱ－２－５：造船科を有する工業高校数及び生徒数の推移 
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図表Ⅱ－２－６：中小造船所における技能教育の現状 
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（注）１．中小造船所へのアンケート結果をもとに作成 
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図表Ⅱ－２－８：我が国造船業の研究者数の推移 
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図表Ⅱ－２－７：我が国造船業の研究開発費の推移 
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我が国造船所（事業所ベース）における生産性の推移
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図表Ⅲ－１－１：我が国造船所（事業所ベース）における生産性の推移 

（注）１．国土交通省海事局調べ 
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図表Ⅲ－１－２ 日韓造船所の生産能力の現状 
日 本 

 

Ａ造船 

ﾄﾞｯｸ 2、船台 3 

67 万 CGT 

42 万 CGT 

Ｂ造船 

ﾄﾞｯｸ 6、船台 1 

78 万 CGT 

32 万 CGT 

Ｃ造船 

ﾄﾞｯｸ 4 

58 万 CGT 

27 万 CGT 

Ｅ造船 

ﾄﾞｯｸ 1 

27 万 CGT 

27 万 CGT 

Ｄ造船 

ﾄﾞｯｸ 3 

31 万 CGT 

22 万 CGT 

Ｆ造船 

ﾄﾞｯｸ 1、船台 2 

35 万 CGT 

20 万 CGT 

Ｇ造船 

ﾄﾞｯｸ 2、船台 1 

29 万 CGT 

28 万 CGT 

Ｈ造船 

ﾄﾞｯｸ 4 

38 万 CGT 

31 万 CGT 

Ｉ造船 

ﾄﾞｯｸ 1 

22 万 CGT 

22 万 CGT 

統合 

韓 国 

（注）１．国土交通省海事局調べ 

   ２．日本については大手 6 社＋平成 14 年の建造量において 

     国内シェア 10％を超える中手 1 社を対象 

 

会社名 

ﾄﾞｯｸ基数、船台基数 

年間建造量(CGT) 

凡例 

 

大宇 

ﾄﾞｯｸ 3、船台 2 

77 万 CGT 

三星 

ﾄﾞｯｸ 3 

75 万 CGT 

現代 

ﾄﾞｯｸ 9 

韓進 

ﾄﾞｯｸ 4、船台 4 

151 万 CGT 26 万 CGT 

漢拏 

ﾄﾞｯｸ 2 

42 万 CGT 

《1997 暦年》 

大宇 

ﾄﾞｯｸ 3、船台 2 

137 万 CGT 

三星 

ﾄﾞｯｸ 3 

114 万 CGT 

現代 

ﾄﾞｯｸ 9 

韓進 

ﾄﾞｯｸ 4、船台 4 

184 万 CGT 37 万 CGT 

《2001 暦年》 

三湖 

ﾄﾞｯｸ 2 

48 万 CGT 

現代尾浦 

ﾄﾞｯｸ 4、船台 4 

31 万 CGT 

現代重工グループ（263 万 CGT） 

修繕から転換 現代グループ傘下へ 

《平成９年》 

《平成１３年》 

 

会社名 

ﾄﾞｯｸ基数、船台基数 

年間建造量(CGT) 
5 ヵ年(H9~H14)平均 

最大事業所の年間建造量
(CGT) 

5 ヶ年(H9~H14)平均 

凡例 
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図表Ⅳ－１－１ 我が国舶用工業製品の生産額・輸出入額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表Ⅳ－１－２ 大型舶用ディーゼル機関（１万馬力以上）の生産馬力及び 

単価（馬力あたり価格）推移 
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出典）造船造機統計及び造船法に基づく報告等より 
   新造船建造量は、世界はロイド統計（１００ＧＴ以上の船舶）、日本は建造許可（2,500GT 以上）より 
 注）輸入額は造船事業者による輸入額を示す。 
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図表Ⅳ－１－４ 産業別Ｒ＆Ｄ比（研究費／売上高）の推移 

出典）造船造機統計より 
 注）単価は昭和 57 年の大型ディーゼル機関単価を１００として指数化 
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製造業

舶用工業

％

※舶用工業は経営状況ﾋｱﾘﾝｸﾞ、製造業は年次別法人企業統計調査より 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

62 63 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

％

舶用工業

造船業／
大手7社

製造業

精密機械
工業

電子電気
機械工業

※舶用工業は経営状況ﾋｱﾘﾝｸﾞ、造船業は技術開発動向調査、その他は科学技術研究調査報告より  

図表Ⅳ－１－３ 舶用工業の経常利益率の推移 
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図表Ⅳ－１－５ 設備投資の推移 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表Ⅳ－１－６ 生産設備の経過年数別構成の推移 
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※舶用工業事業者経営状況ﾋｱﾘﾝｸﾞより 
注）生産額、設備投資額は平成 3 年を 100 として指数化 

出典）舶用工業課「舶用機関等施設状況報告Ｂ」 
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図表Ⅳ－１－７ 主要舶用工業製品のハーフィンダール指数推移 

（過去１０年毎のシェアの推移） 

 

 

 

製品名 S45 S55 H2 H12 

小型ディーゼル機関 787 978 1,264 1,753

中型ディーゼル機関 628 796 1,101 1,340

大型ディーゼル機関 1,631 1,814 1,770 2,434

渦巻ポンプ 2,276 1,695 1,551 2,550

ギアポンプ 1,716 1,464 3,907 3,771

空気圧縮機 1,666 1,959 2,209 2,926

冷凍機 4,611 5,313 3,067 4,118

熱交換器 2,112 911 1,172 966

交流発電機 1,588 1,991 2,899 3,702

デッキクレーン 2,544 1,423 1,682 2,205

可変ピッチプロペラ 2,298 2,769 3,055 4,486

一体型プロペラ 2,141 2,227 3,367 4,723

レーダー 1,933 3,007 3,164 3,463

無かん錨 - 3,264 4,116 5,225

電気溶接錨鎖 1,338 1,966 1,987 3,192

●ハーフィンダール指数（以下、H.I.）  

1950 年にハーフィンダール（Orris Clemens Herfindahl）によって集中度の測定に用いられた方法。ハー

フィンダール＝ハーシュマン指数とも呼ばれる。  

H.I.は各企業の集中度を二乗したものの総和で表され、以下の数式で示される。 

        ｎ 

H.I.＝ΣＳｉ2 
        I=1 

 H.I.は、累積集中度では表せない企業間の集中度格差と企業数の両方を単一指標として示せるという利点

があり、累積集中度とともに各国の統計で採用されている。  

ここにおいて、H.I.は日本の公正取引委員会の表記に従い、上記式により計算された値に 10,000 を掛け、

次のように類型化をおこなっている。  

H.I. 3,000 超・・・・・・・・・・・高位寡占型（Ⅰ）上表において 

H.I. 1,800 超～3,000 以下・・・・・高位寡占型（Ⅱ）上表において 

H.I. 1,400 超～1,800 以下・・・・・低位寡占型（Ⅰ） 

H.I. 1,000 超～1,400 以下・・・・・低位寡占型（Ⅱ） 

H.I.  500 超～1,000 以下・・・・・競 争 型（Ⅰ） 

H.I.  500 以下 ・・・・・・・・・競 争 型（Ⅱ） 
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図表Ⅳ－１－８ 日本及び韓国における大型ディーゼル機関の供給構造 
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（韓国重工、三星重工、大宇重工）
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能力：300万PS

2000年実績：
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注：生産量は、2001年度実績
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※韓国の生産実績は、2000年に就航した船舶への搭載実績
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400万PS ＨＳＤ

（韓国重工、三星重工、大宇重工）

Ｂ＆Ｗ SULZER

能力：300万PS

2000年実績：
210万PS

注：生産量は、2001年度実績

200万GT320万GT110万GT370万GT 42万GT

58万GT 63万GT51万GT

100万GT87万GT

42万GT100万GT

※韓国の生産実績は、2000年に就航した船舶への搭載実績
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図表Ⅳ－１－９ 事業所数及び従業員数の推移 

 

 
 
 
 
 
 

  
  

 
 
 
 
 
 
 
  
 

図表Ⅳ－１－１０ ディーゼル機関の部分品等の製造事業所数及び事業所規模の推移 
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図表Ⅳ－１－１１ 従業員年齢構成の推移 
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※舶用工業事業者経営状況ﾋｱﾘﾝｸﾞより 
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図表Ⅳ－１－１２ 欧州舶用工業メーカーの概要（例） 

 
グループ名 Wartsila Corporation 

売上げ 27 億 EUR(1999 年 3240 億円) 

従業員数 15,000 人(50 ヶ国以上の総計) 

舶用部門 ○ Wartsila Power Divisions 

   本社工場 ：フィンランド Vaasa 

   その他工場：フィンランド Turku、オランダ Zwolle 

               フランス Mulhouse、イタリア Trieste 

  売上げ：19億 EUR(1999 年 2280 億円) 

           (３部門(①Power Plants ②Marine&Licencing ③Service)に分か

れており、売上げ比率は①②が 34％づつ、③が 32％で、それぞ

れ同等の比率) 

   従業員：8472 人 

   製造品：・２ストローク機関(Wartsila NSD)関連 

      ・４ストローク機関(Wartsila)関連 

      ・プロペラ／軸系・スラスター／ウオータジェット 

       制御機器等(Lips 関連) 

   ライセンス契約国（４ストローク）： 

   日本、中国、韓国、クロアチア、イタリア、ポーランド、 

  スペイン、トルコ 

舶用部門以外 ○Imatra Steel 

  製造品：欧州自動車関連ならびに機械産業のための特殊鋼 

○Assa Abloy 

  ロックシステムの供給 

○Sanitec 

  バスルーム等の陶芸品の供給 

特徴 ・エンジンに関わる企業戦略は、重要部分は内製、他は外注化の方針。 

・サービスステーション／販売代理店／修理業は、日本、中国、韓国をはじめ、

世界３６ヶ国にもおよぶ。 

・研究開発 

  1997 年の投資額：8260 万 EUR(NetSales の 4.3％) 

  1998 年   〃   ：7370 万 EUR(  〃   4.0％) 

  1999 年   〃   ：7350 万 EUR(  〃   3.9％) 

・2002 年の Lips 社買収により総合的な船舶推進システム提供者としての地位

を確立。 

備考 グループ株主 17,000（国内 84％、海外 16％） 

大株主：Fakars Corporation(15％) 
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グループ名 Litton Marine System 

売上げ 14 億 US$(1999 年 1,680 億円) 

従業員数 1,400 人(うち舶用 250 人) 

舶用部門 製造品： 

○高速船用の航海／通信システム、機器監視／警報／制御 

 システム 

 ・IBS(Integrated Bridge System)、レーダー、ECDIS(Electronic Chart 

Display and Information System) 等の航海／通信システムや監視／警報

／制御システム｢ISIS 2500｣を開発／提供 

○VDR(Voyage Data Recorder) 

○フィンスタビライザー 

○米国 Virginia：システム開発・製造 

 英国 New Malden：レーダー、オートメーション開発・製造 

 ドイツ Hamburg：オートパイロット、ジャイロ開発・製造 

特徴 ・最大の強みはグループ内で全ての航海計器を製造しているため、全ての製品

に加え航海計器システムを提供できることである(オートメーションシステ

ムやステアリングシステム等のシステムも提供が可能)。(One-Stop-Shop) 

・グループは航海／通信システムのみならず、舶用機器の警報／監視制御／状

態評価システムを含む船舶電子システムサプライヤーとなった。 

・近年、船主、造船所ともエンジニアを削減しているために、舶用機器のパッ

ケージ化機運が高まり、同社とのパッケージ化に関わる契約がでてきてい

る。 

・「ISIS2500｣は米国テキサス･インストルメント社との協同開発 

・フィンスタビライザー 

 ｢ジャイロフィン｣は日本でも 50％シェアを持つ。韓国、中国、デンマーク、

シンガポール等へも供給。 

・トキメック社との間で協力協定を締結 

備考 Litton Marine System は 1997 年①Sperry Marine、②Decca、 

 ③C.Plath の３社合併により誕生  
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図表Ⅳ－１－１３ 韓国舶用工業の生産実績（金額ベース） 
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※資料：韓国造船資材工業協同組合／造船機資 2000 
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図表Ⅳ－１－１４－１ 中国舶用工業の概要 

 
 

日  本 ‘96 ‘97 ‘98 ‘99 ‘00  中  国 ‘96 ‘97 ‘98 ‘99 ‘00 

総生産高（億円） 7930 8640 8700 7470 7220 総生産高（億円） 507 573 521 577 625

工場数(箇所) 784 775 755 741 698  工場数(箇所) 128 114 72 66 72

従業員数(百人) 1950 2020 1990 1860 1760  従業員数(百人) 555 545 497 510 459

資料：｢舶用工業統計年報｣  資料：「中国機械工業年鑑」 

（国有舶用企業及び年間売上高 500万元以上の非国有舶用企業を対象） 

 
図表Ⅳ－１－１４－２ 中国企業と海外企業との主な技術提携状況 

（ディーゼル機関） 
ライセンサー ライセンシー 

 MAN B&W (デンマーク) 
上海造船、大連舶用ディーゼル工場、宣昌船舶ディーゼル工場、鎮江船舶ディーゼル工場 

上海新中動力機工場、四川ディーゼル工場、新中造船所、重慶造船所、滬東造船所 

 SULZER (スイス) 
上海造船、大連舶用ディーゼル工場、宣昌船舶ディーゼル工場 

滬東造船所 

 SEMT-Pielstick (フランス) 滬東造船所、陜西ディーゼルエンジン工場 

 Deutz-MWM (ドイツ) 河南ディーゼル機器工場、陜西ディーゼルエンジン工場 

 ダイハツ (日本) 安慶舶用ディーゼルエンジン工場、陜西ディーゼルエンジン工場 

 ヤンマー (日本) 鎮江船舶ディーゼル工場 

 
（クレーン、甲板機械） 

ライセンサー ライセンシー ライセンサー ライセンシー 

 IHI (日本) 武漢舶用機械工場  Hydralift & Normarine (ノルウェー) 華南船舶機械工場 

 Hugglunds (スイス) 南京緑洲機器工場  Ulstein (ノルウェー) 華南船舶機械工場 

 Macgregor (スウェーデン) 南京緑洲機器工場  Hatlapa (ドイツ) 南京緑洲機器工場 

 BLM (フランス) 武漢舶用機械工場   

 

  舶用工業の概要
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